
感染症・予防接種審査分科会の概要について

疾病・障害認定審査会

感染症・予防接種審査分科会

原子爆弾被害者医療分科会

身体障害認定分科会

１．感染症法等に基づく審査請求の裁決を行う場合（委員数：１３名）

〈審議内容〉

１．感染症不服審査の審議

入院患者の審査請求に関する審議（根拠：感染症法第２５条）

２．検疫法による隔離の不服審査

隔離患者の審査請求に関する審議（根拠：検疫法第１６条の２）

２．予防接種法に基づく認定を行う場合（委員数：２４名）

〈審議内容〉

１．予防接種と疾病、障害、死亡との因果関係に関する審議

２．予防接種による健康被害（障害）の状態についての等級に関する審議

（根拠：予防接種法第１５条）
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感染症・予防接種審査分科会の審査体制について

疾病・障害認定審査会

感染症・予防接種審査分科会

原子爆弾被爆者医療分科会

身体障害認定分科会

予防接種法等に基づく健康被害の認定

・ 予防接種と健康被害との因果関係に関
する審査

【審議内容】

・ 医師、法律家、感染症専門家、自治体関
係者等の有識者25名

【委員構成】

【根拠法】

・ 予防接種法第15条、特措法第3条
◎疾病・障害認定審査会令（平成12年政令第287号）

予防接種法（昭和23年法律第68号）、検疫法（昭和26
年法律第201号）、感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）
及び新型インフルエンザ予防接種による健康被害の
救済等に関する特別措置法（平成21年法律第98号）
の規定に基づき審査会の権限に属させられた事項を
処理すること。

所掌事務

予防接種健康被害再審査部会

新型インフルエンザ（A/H1N1）
予防接種健康被害調査部会

予防接種法に基づく健康被害の認定
【審議内容】

以下の場合における予防接種と健康被害との因果関係に関す
る再審査
・新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１Ｎ１）予防接種による健康被害救済
の不支給決定処分を受けた者が厚生労働大臣に対し審査請求
を行った場合

・審査請求に対する都道府県の裁決により市町村が行った不支
給決定処分が取り消された場合
・不支給決定処分を受けた者が再申請を行った場合

医師、法律家、感染症専門家、自治体関係者等の有識者

【根拠法】
予防接種法第15条

【委員構成】

新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１Ｎ１）予防接種による健
康被害の救済等に関する特別措置法に基づく健康被
害の認定に係る調査

【調査内容】

【委員構成】

・疾病の状況等に関する調査、因果関係の評価

医師、自治体関係者等の有識者

【根拠法】 特措法第3条
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対象疾病 対象者（接種時期）※1 標準的接種期間※2

Ｈｉｂ感染症 生後２月から生後60月に至るまで 初回接種：生後２月から生後７月に至るまでに開始（３回）
追加接種：初回接種終了後７月から13月までの間隔をおく（１回）

小児の肺炎球菌
感染症

生後２月から生後60月に至るまで 初回接種：生後２月から７月に至るまでに開始（３回）
追加接種：初回接種終了後60日以上の間隔をおいて生後12月から生後

15月に至るまで（１回）

Ｂ型肝炎＜政令＞ １歳に至るまで 生後２月に至った時から生後９月に至るまでの期間（３回）

ジフテリア・百日せ
き・急性灰白髄炎
（ポリオ）・破傷風

第１期：生後３月から生後90月に至るまで
第２期：11歳以上13歳未満（第2期はジフ

テリア・破傷風のみ）

第１期初回：生後３月に達した時から生後12月に達するまでの期間
（３回）

第１期追加：第１期初回接種終了後12月から18月までの間隔をおく
（１回）

第２期：11歳に達した時から12歳に達するまでの期間（１回）

結核（ＢＣＧ） １歳に至るまで 生後５月に達した時から生後８月に達するまでの期間（１回）

麻しん・風しん※3 第１期：生後12月から生後24月に至るまで
第２期：５歳以上７歳未満のうち、就学前1年

第１期：生後12月から生後24月に至るまで（１回）
第２期：５歳以上７歳未満のうち、就学前1年（１回）

水 痘＜政令＞ 生後12月から生後36月に至るまで １回目：生後12月から生後15月に達するまで
２回目：１回目の注射終了後６月から12月の間隔をおく

日本脳炎※4 第１期：生後６月から生後90月に至るまで
第２期：９歳以上13歳未満

第１期初回：３歳に達した時から４歳に達するまでの期間（２回）
第１期追加：４歳に達した時から５歳に達するまでの期間（１回）
第２期：９歳に達した時から10歳に達するまでの期間（１回）

ヒトパピローマ
ウイルス感染症

12歳となる日の属する年度の初日から16歳と
なる日の属する年度の末日まで

13歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間（３回）

ロタウイルス感染症
＜政令＞

１価：生後６週から生後24週に至るまで
５価：生後６週から生後32週に至るまで

１価：２回（初回接種は生後２月から生後14週６日まで）
５価：３回（初回接種は生後２月から生後14週６日まで）

インフルエンザ ①65歳以上の者
②60歳から65歳未満の慢性高度心・腎・呼吸
器機能不全者等

高齢者の肺炎球菌
感染症＜政令＞※3

①65歳の者
②60歳から65歳未満の慢性高度心・腎・呼吸
器機能不全者等

ڶ

థ

ႈ

୰

※１ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかかったこと等によりやむを得ず接種機会を逃した者は、
快復時から２年間（高齢者の肺炎球菌感染症のみ１年間。一部上限年齢あり）は定期接種の対象。

※２ 接種回数は、標準的接種期間に接種を行った場合のもの。
※３ 風しんは令和３年度までの間、高齢者の肺炎球菌感染症は令和５年度までの間、対象者を拡大
する経過措置を設けている。

※４ 日本脳炎について、平成７年度～平成18年度生まれの者（積極的勧奨の差し控えにより接種機
会を逃した者）は、20歳になるまで定期接種の対象。

ڷ
థ
ႈ
୰

現在の定期接種対象ワクチン
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予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律（令和２年法律第75号）について

新型コロナウイルス感染症の発生の状況に対処するため、予防接種の実施体制の整備等を行うとともに、検疫法第34条
の指定の期限を延長できることとするため、所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

公布の日（令和２年12月９日）

施行期日

改正の概要

① 予防接種に係る実施体制の整備

○ 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について、予防接種法の臨時接種に関する特例を設け、厚生労働
大臣の指示のもと、都道府県の協力により、市町村において予防接種を実施するものとする。

➣ 接種に係る費用は、国が負担する。

➣ 予防接種により健康被害が生じた場合の救済措置や副反応疑い報告等については、予防接種法の現行の規定を
適用する。

※ 接種の勧奨及び接種の努力義務については、予防接種の有効性及び安全性に関する情報等を踏まえ、政令で適用しないことができる

ものとする。

② 損失補償契約の締結

○ 政府は、ワクチンの使用による健康被害に係る損害を賠償すること等によって生じた製造販売業者等の損失を補償
することを約する契約を締結できることとする。

２．検疫法の改正

１．予防接種法の改正

○ 検疫法第34条の感染症の政令指定の期限については１年以内となっているが、感染症法による指定感染症の政令指
定の期限と同様に、１年以内に限り延長できるようにする。

※１ 新型コロナウイルス感染症については、令和２年２月14日に検疫法第34条の感染症として政令で指定（令和３年２月13日までが期限）。
政令指定により、同法に基づく隔離、停留等の規定を準用することができる。

※２ 新型コロナウイルス感染症については、感染症法の指定感染症としての期限は令和３年１月31日までであるが、１年以内に限り延長が可能。
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予防接種健康被害に対する給付の種類
【予防接種法】

（Ａ類疾病）

給付の種類 内 容

予防接種を受けたことにより疾病にかかった場合において、当該治
医療費・医療手当 療に要した費用（健康保険などにより負担された額を控除した自己負

担額）及び医療を受けた態様・日数に応じた手当が支給される。

予防接種を受けたことにより障害の状態となった１８歳未満の者を
障害児養育年金 養育する者に支給される年金。

障害の状態に応じて１級・２級に区分される。

予防接種を受けたことにより障害の状態となった１８歳以上の者に
障 害 年 金 支給される年金。

障害の程度に応じて１級 ３級に区分される。~

死 亡 一 時 金 予防接種を受けたことにより死亡した場合において、一定の者（配
偶者、子、父母など）に支給される一時金。

葬 祭 料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者に対して支
給される。

（Ｂ類疾病）

給付の種類 内 容

Ａ類疾病に係る医療費及び医療手当に準じる。

医療費・医療手当 ただし、その程度の医療とは、病院又は診療所への入院を要すると
認められる程度の医療とする。

予防接種を受けたことにより障害の状態にある者に対し支給される

障 害 年 金 年金。
障害の状態に応じて１級・２級に区分される。

予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者の場合、そ遺 族 年 金

の遺族に対して支給する。

遺 族 一 時 金 予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者でない場合、
その遺族に対して支給する。

葬 祭 料 Ａ類疾病に係る葬祭料の額に準じる。
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【新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法】

給付の種類 内 容

予防接種を受けたことにより疾病にかかった場合において、当該治

医療費・医療手当 療に要した費用（健康保険などにより負担された額を控除した自己負
担額）及び医療を受けた態様・日数に応じた手当が支給される。

予防接種を受けたことにより障害の状態となった１８歳未満の者を

障害児養育年金 養育する者に支給される年金。
障害の状態に応じて１級・２級に区分される。

予防接種を受けたことにより障害の状態となった１８歳以上の者に

障 害 年 金 支給される年金。
障害の程度に応じて１級・２級に区分される。

予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者の場合、そ遺 族 年 金

の遺族に対して支給する。

遺 族 一 時 金 予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者でない場合、
その遺族に対して支給する。

葬 祭 料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者に対して支
給される。
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障害の状態の等級表 
【予防接種法】 
                                    

障害児養育年金                                     障害年金 

等 級 障害の状態 

１ 級 １．両眼の視力の和が0.02以下のもの 

２．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができ

ない程度のもの 

３．両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

４．両下肢の用を全く廃したもの 

５．体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの 

６．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を

弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

７．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

８．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

２ 級 １．両眼の視力の和が0.08以下のもの 

２．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をした場合においてのみこれを解

することができる程度のもの 

３．平衡機能に著しい障害を有するもの 

４．咀嚼
そしゃく

又は言語の機能に著しい障害を有するもの 

５．一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

６．一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

７．体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

８．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著し

い制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度

のもの 

９．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

10．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等級 障害の状態 

１ 級 １．両眼の視力が0.02以下のもの 

２．両上肢の用を全く廃したもの 

３．両下肢の用を全く廃したもの 

４．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働することを

不能ならしめ、かつ、常時の介護を必要とする程度のもの 

５．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

６．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

２ 級 １．両眼の視力が0.04以下のもの 

２．一眼の視力が0.02以下で、かつ、他眼の視力が0.06以下のもの 

３．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができ

ない程度のもの 

４．咀嚼
そしゃく

又は言語の機能を廃したもの 

５．一上肢の用を全く廃したもの 

６．一下肢の用を全く廃したもの 

７．体幹の機能に高度の障害を有するもの 

８．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が高度の制

限を受けるか、又は労働に高度の制限を加えることを必要とする程度のもの 

９．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

10．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

３ 級 １．両眼の視力が0.1以下のもの 

２．両耳の聴力が、40センチメートル以上では通常の話声を解することができな

い程度のもの 

３．咀嚼
そしゃく

又は言語の機能に著しい障害を有するもの 

４．一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

５．一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

６．体幹の機能に著しい障害を有するもの 

７．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が著しい制

限を受けるか、又は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 

８．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

９．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
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【新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法】 
 

障害年金・障害児養育年金 等級表 

等 級 障害の状態 

１ 級 １．両眼の視力の和が0.04以下のもの 

２．両耳の聴力レベルが、100デシベル以上のもの 

３．両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

４．両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

５．体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることのできない程度の障害を有するも

の 

６．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と

同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

７．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

８．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程

度以上と認められる程度のもの 

２ 級 １．両眼の視力の和が0.08以下のもの 

２．両耳の聴力レベルが90デシベル以上のもの 

３．平衡機能に著しい障害を有するもの 

４．咀嚼
そしゃく

の機能を欠くもの 

５．音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

６．一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

７．一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

８．体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

９．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と

同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度のもの 

10．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

11．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程

度以上と認められる程度のもの 

 

 

 

 

 

Administrator
タイプライターテキスト
8



臨時接種及び

Ａ類疾病の定期接種
Ｂ類疾病の定期接種

(参考)医薬品副作用被害救済制度

生物由来製品感染等被害救済制度

医療費 健康保険等による給付の額を除いた自
己負担分（入院相当に限定しない）

Ａ類疾病の額に準ずる

（入院相当）

健康保険等による給付の額を除いた
自己負担分（入院相当）

医療手当 通院3日未満（月額）
通院3日以上（月額）
入院8日未満（月額）
入院8日以上（月額）
同一月入通院(月額)

35,000円
37,000円
35,000円
37,000円
37,000円

Ａ類疾病の額に準ずる 通院3日未満 （月額） 35,000円
通院3日以上 （月額） 37,000円
入院8日未満 （月額） 35,000円
入院8日以上 （月額） 37,000円
同一月入通院 （月額）37,000円

（通院は入院相当に限定）

障害児

養育年金

1級 （年額） 1,581,600円
2級 （年額） 1,266,000円

1級 （年額） 878,400円
2級 （年額） 703,200円

障害年金 1級 （年額） 5,056,800円
2級 （年額） 4,045,200円
3級 （年額） 3,034,800円

1級 （年額） 2,809,200円

2級 （年額） 2,247,600円

1級 （年額） 2,809,200円
2級 （年額） 2,247,600円

死亡した
場合の補償

死亡一時金 44,200,000円 ・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,372,800円

・生計維持者である場合
遺族年金（年額）2,457,600円

（10年を限度）

・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,372,800円

・生計維持者である場合
遺族年金（年額）2,457,600円

（10年を限度）

葬祭料 209,000円 Ａ類疾病の額に準ずる 209,000円

介護加算 1級 （年額） 844,300円
2級 （年額） 562,900円

予防接種に係る健康被害に対する給付額の比較予防接種に係る健康被害に対する給付額の比較

（注１）単価は令和２年4月現在
（注２）具体的な給付額については、政令で規定
（注３）Ｂ類疾病の定期接種に係る救済額については、医薬品副作用被害救済制度の給付額を参酌して定めることとされている
（注４）介護加算は、施設入所又は入院していない場合に、障害児養育年金又は障害年金に加算するもの
（注５）新臨時接種（接種の勧奨は行うものの、接種の努力義務のかからない接種）については、給付の内容はＡ類疾病の定期接種と同様ではあるものの、

給付水準はＡ類疾病の定期接種とＢ類疾病の定期接種の中間的な水準としている
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過去の給付件数（予防接種法）

該当年度
医療費・
医療手当

障害児
養育年金

障害年金 死亡一時金 遺族年金 遺族一時金 葬祭料

２７年度 64 3 3 5 0 0 1

２８年度 50 5 1 1 0 0 1

２９年度 65 5 5 1 1 0 2

３０年度 70 2 4 4 0 1 5

令和元年度 79 4 4 3 1 1 5

該当年度 審査件数 認定件数 否認件数 保留件数 認定割合（％）

２７年度 100 72 21 7 77.4

２８年度 74 55 13 6 80.9

２９年度 104 72 24 8 75.0

３０年度 108 78 26 4 75.0

令和元年度 134 88 43 3 67.2

（内訳）

（認定件数の推移）

（注１）該当年度中に審議結果が出た件数である。
（注２）同一人から複数の申請がされる事例（医療費・医療手当と障害年金など）があるため、件数は人数と必ずしも一致しない
（注３）認定割合は、保留となったものを含めずに計算している。

（参考：令和元年度 各回の審査状況）

開催日 審査件数

令和元年５月１７日 １９件

令和元年７月１２日 ２５件

令和元年８月１９日 ２５件

令和元年９月２７日 ２２件

令和元年１２月６日 ２３件

令和２年２月７日 ２０件
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過去の給付件数（新型インフル特措法）

該当年度
医療費・
医療手当

障害児
養育年金

障害年金 遺族年金 遺族一時金 葬祭料

２７年度 0 0 0 0 0 0
２８年度 0 0 0 0 0 0
２９年度 1 1 0 0 0 0
３０年度 0 0 0 0 0 0
令和元年度 0 0 0 0 0 0

該当年度 審査件数 認定件数 否認件数 保留件数 認定割合（％）

２７年度 2 0 2 0 0
２８年度 0 0 0 0 0
２９年度 2 2 0 0 100
３０年度 0 0 0 0 0
令和元年度 0 0 0 0 0

（内訳）

（認定件数の推移）

（注１）該当年度中に審議結果が出た件数である。
（注２）同一人から複数の申請がされる事例（医療費・医療手当と障害年金など）があるため、件数は人数と必ずしも一致しない
（注３）認定割合は、保留となったものを含めずに計算している。
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感染症・予防接種審査分科会関連法規等について 

 

１．感染症法等に基づく審査請求の採決を行う場合 

 

 ○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４ 

号。以下「感染症法」という。）第２５条第６項（同法第２６条において準用する場合

を含む。）の規定による入院命令の審査請求に係る審査 

 

 ・感染症法第２５条（審査請求の特例） 

１ 第２０条第２項若しくは第３項の規定により入院している患者であって当該入院

の期間が３０日を超えるもの又はその保護者は、同条第２項又は第３項に規定する

入院の措置について文書又は口頭により、厚生労働大臣に審査請求（再審査請求を

含む。以下この条において同じ。）をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の審査請求があったときは、当該審査請求があった日から

起算して５日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 第２０条第２項若しくは第３項の規定により入院している患者であって当該入院 

の期間が３０日を超えないもの又はその保護者が、厚生労働大臣に審査請求をした

ときは、厚生労働大臣は、当該審査請求に係る入院している患者が同条第２項又は

第３項の規定により入院した日から起算して３５日以内に、当該審査請求に対する

裁決をしなければならない。 

４～５ （略） 

６ 厚生労働大臣は、第２項の裁決又は第３項の裁決（入院の期間が３０日を超える

患者に係るものに限る。）をしようとするときは、あらかじめ、審議会等（国家行

政組織法 （昭和２３年法律第１２０号）第８条 に規定する機関をいう。）で政令

で定めるものの意見を聴かなければならない。 

７ （略） 

 

 ・感染症法第２０条（入院） 

１ 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、 

当該感染症の患者であって前条の規定により入院しているものに対し１０日以内の

期間を定めて特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院

し、又はその保護者に対し当該入院に係る患者を入院させるべきことを勧告するこ

とができる。ただし、緊急その他やむを得ない理由があるときは、１０日以内の期

間を定めて、特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病

院若しくは診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は当

該患者を入院させるべきことを勧告することができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、

１０日以内の期間を定めて、当該勧告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第

一種感染症指定医療機関（同項ただし書の規定による勧告に従わないときは、特定

感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病院又は診療所であ

って当該都道府県知事が適当と認めるもの）に入院させることができる。 

３ 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、前２項の規定によ

り入院している患者を、前２項の規定により入院したときから起算して１０日以内
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の期間を定めて、当該患者が入院している病院又は診療所以外の病院又は診療所で

あって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院させることができる。   

  ４～８ （略） 

 

・感染症法施行令第６条（審議会等で政令で定めるもの） 

法第２５条第６項（法第２６条において準用する場合を含む。）の審議会等で政令で

定めるものは、疾病・障害認定審査会とする。 

 

○検疫法(昭和２６年法律第２０１号）第１６条の３第４項の規定による隔離の審査請求

に係る審査 

 

 ・検疫法第１６条の３（審査請求の特例） 

１ 第１４条第１項第１号の規定により隔離されている者であって当該隔離の期間が

３０日を超えるもの又はその保護者は、当該隔離について文書又は口頭により、厚   

生労働大臣に審査請求をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の審査請求があったときは、当該審査請求があった日から

起算して５日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 第１４条第１項第１号の規定により隔離されている者であって当該隔離の期間が

３０日を超えないもの又はその保護者が、厚生労働大臣に審査請求をしたときは、

厚生労働大臣は、当該審査請求に係る隔離されている者が同号の規定により隔離さ

れた日から起算して３５日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならな

い。 

４ 厚生労働大臣は、第２項の裁決又は前項の裁決（隔離の期間が三十日を超える者

に係るものに限る。）をしようとするときは、あらかじめ、審議会等（国家行政組

織法 （昭和２３年法律第１２０号）第８条 に規定する機関をいう。）で政令で定

めるものの意見を聴かなければならない。 

５ （略） 

 

 ・検疫法第１４条（汚染し、又は汚染したおそれのある船舶等についての措置） 

１ 検疫所長は、検疫感染症が流行している地域を発航し、又はその地域に寄航して

来航した船舶等、航行中に検疫感染症の患者又は死者があった船舶等、検疫感染症

の患者若しくはその死体、又はペスト菌を保有し、若しくは保有しているおそれの

あるねずみ族が発見された船舶等、その他検疫感染症の病原体に汚染し、又は汚染

したおそれのある船舶等について、合理的に必要と判断される限度において、次に

掲げる措置の全部又は一部をとることができる。 

一 第２条第１号又は第２号に掲げる感染症の患者を隔離し、又は検疫官をして隔

離させること。 

二～八 （略） 

２ （略） 

 

・検疫法施行令第１条の４（審議会等で政令で定めるもの） 

法第１６条の２第４項の審議会等で政令で定めるものは、疾病・障害認定審査会とす

る。 
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２．予防接種法等に基づく認定を行う場合 

 

 ○予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第１５条第２項の規定に基づく予防接種によ

る健康被害認定の審査 

 

 ・予防接種法第１５条（健康被害の救済措置） 

１ 市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等を受けた者が、

疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、当該疾病、障害又は

死亡が当該定期の予防接種等を受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定

したときは、次条及び第１７条に定めるところにより、給付を行う。 

２ 厚生労働大臣は、前項の認定を行うに当たっては、審議会等（国家行政組織法（昭

和２３年法律第１２０号）第８条に規定する機関をいう。）で政令で定めるものの意

見を聴かなければならない。 

 

 ・予防接種法第１６条（給付の範囲） 

１ Ａ類疾病に係る定期の予防接種等又はＢ類疾病に係る臨時の予防接種を受けたこ

とによる疾病、障害又は死亡について行う前条第１項の規定による給付は、次の各号

に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める者に対して行う。 

一 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について医療を受ける    

者 

二 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態    

にある１８歳未満の者を養育する者 

三 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある    

１８歳以上の者 

  四 死亡一時金 予防接種を受けたことにより死亡した者の政令で定める遺族 

  五 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者 

２ Ｂ類疾病に係る定期の予防接種を受けたことによる疾病、障害又は死亡について   

行う前条第１項の規定による給付は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該   

各号に定める者に対して行う。 

一 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について政令で定める    

程度の医療を受ける者 

二 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態    

にある１８歳未満の者を養育する者 

三 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある    

１８歳以上の者 

四 遺族年金又は遺族一時金 予防接種を受けたことより死亡した者の政令で定め    

る遺族 

五 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者 

 

  ・予防接種法施行令第９条（審議会等で政令で定めるもの） 

    法第１５条第２項の審議会等で政令で定めるものは、疾病・障害認定審査会とする。  
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○新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法（平成２１

年法律第９８号）第３条第２項の規定に基づく新型インフルエンザ予防接種による健康

被害認定の審査 

 

・新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法第３条（新

型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済のための給付） 

  １ 厚生労働大臣は、自らが行う新型インフルエンザ予防接種を受けた者が、疾病に

かかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、当該疾病、障害又は死亡

が当該新型インフルエンザ予防接種を受けたことによるものであると認定したとき

は、次条及び第五条に定めるところにより、給付を行う。  

２ 厚生労働大臣は、前項の認定を行うに当たっては、審議会等（国家行政組織法（昭

和２３年法律第１２０号）第８条に規定する機関をいう。）で政令で定めるものの

意見を聴かなければならない。 

 

・新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法第４条（給

付の範囲） 

前条第１項の規定による給付（以下この章において「給付」という。）は、次の各号

に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める者に対して行う。  

一  医療費及び医療手当 新型インフルエンザ予防接種を受けたことによる疾病に

ついて政令で定める程度の医療を受ける者  

二  障害児養育年金 新型インフルエンザ予防接種を受けたことにより政令で定め

る程度の障害の状態にある１８歳未満の者を養育する者  

三  障害年金 新型インフルエンザ予防接種を受けたことにより政令で定める程度

の障害の状態にある１８歳以上の者  

四  遺族年金又は遺族一時金 新型インフルエンザ予防接種を受けたことにより死

亡した者の政令で定める遺族  

五  葬祭料 新型インフルエンザ予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を

行う者  

 

・新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法施行令第１

条（審議会等で政令で定めるもの） 

  新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法第３条第２

項の審議会等で政令で定めるものは、疾病・障害認定審査会とする。 

Administrator
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